
調査の背景

■ 急激な人口減少社会における担い手不足に対応するためには、利用者起点で業務改革（BPR）に取り組んだ上で、デジタル技術を
活用した行政サービスの効率化と利便性向上を図り、DXを推進することが不可欠

■ 農林水産省では「農林水産省共通申請サービス」（eMAFF）を整備・運用し、行政手続等のオンライン申請を可能としているが、
利用状況は低調（令和２年度のオンライン利用率は0.3％）。今後、現場のニーズを踏まえ、eMAFFを抜本的に見直す予定

■ 農林水産関係の行政手続のDX推進に資するよう、申請に係る手続の実態や課題を把握し、申請者の負担軽減を含めた手続の見直し
やオンライン申請の利用推進等の方策を整理するため、18制度（eMAFF以外のシステムを利用する２制度を含む。）を対象に調査を実施

行政手続のDX推進に関する調査 －農林水産関係－結果（概要）

勧告・通知日：令和８年７月31日 勧告先：農林水産省、通知先：デジタル庁

【農林水産省】
〇 「見直しが期待される事例」を踏まえ、
行政手続そのものの見直しを含めた業務改
革（BPR）に取り組むこと。

〇 適切なプロジェクト監理のための環境整
備として以下の措置を講ずること。
・ 利用者がオンライン化の効果を実感す
ることにつながるような達成目標の設
定

・ 制度別・地域別の進捗状況が確認でき
るような利用推進の計画の作成

・ 申請者の実状に応じた普及啓発、ユー
ザーニーズの把握

【デジタル庁】
〇 農林水産省において必要な措置が講じら
れているか確認を行い、プロジェクト本来
の目的に対して最大の効果が発揮されるよ
う、引き続き具体的な取組を促すこと。

当省の主な意見主な調査結果
○ 業務フローやシステムの見直しにより、申請者・審査者の負担軽減が図られ
ると考えられる行政手続あり（38事例）。他の制度に横展開できるよう、
「見直しが期待される事例」として10類型に分類・整理
法令に定めのない添付書類の提出や提示機会が確認できなかった資格者証の携帯義務の見

直し、関係者間のデータ共有による重複する提出書類の削減、システムの見直しによる情報
連携・一括入力・自動転記の可能性 等

○ eMAFFの利用対象者への周知や利用の働き掛け、利用メリットの提示等が十
分に行われていない行政手続あり。オンライン申請の効果の発現も限定的
・ eMAFFの利用が可能な16制度のうち、６制度で利用が確認できず、このうち３制度では
利用の働き掛けも確認できず。

・ オンライン申請による効果についても、郵送費の削減といった一般的な効果にとどまり、
申請データの蓄積・管理によるデータの政策等への利活用といった効果までは確認できず。

○ eMAFFに係る利用状況の把握や利用推進のための統一的・継続的な取組が、
組織的に十分に行われていない。
・ 地方農政局において、オンライン申請に係る制度別・地域別の利用状況が十分に把握され
ておらず、利用推進に向けた進捗管理に課題

・ デジタル庁及び農林水産省におけるプロジェクト監理（注）において、「令和７年度までに
オンライン利用率60%」という目標に対する実績把握がなされていない。

１（注）デジタル庁及び各府省は、利用者目線での行政サービスの改革と情報システムの改革を一体的に推進するため、政府情報システムの一元的なプロジェクト監理を実施



紙で提出された申請書の確認に加え、
申請内容のシステムへの転記や転記内容

の確認もあり負担感

見直しが期待される事例（イメージ図） 結果報告書ｐ37~ 71

オンライン利用の前提となる業務見直し
・ 制度や行政手続の存在を前提とし、そのデジタル化自体が目的化
すると、本来目指している「利用者の利便性向上」が二の次とされ
てしまうおそれ。このため、デジタル化を進めるに当たっては、本
来の行政サービス等の利用者の利便性向上及び行政運営の効率化に
立ち返って、業務改革（BPR）に取り組む必要（参考：「デジタル社会の実

現に向けた重点計画」（令和４年６月７日閣議決定））

・ 調査では、調査対象機関の実務担当者から、手続の負担感や改善
要望といったユーザーニーズを聴取し、他の制度における見直しに
当たっても参考となるよう、「見直しが期待される事例」としてカ
テゴリー別に整理（右図参照）（調査対象：18制度）

視点１ 意識改革や行動変容の促進による慣習等の撤廃（４事例）
視点２ システムの利用者となる組織の体制整備・強化（２事例）

視点３ 制度の見直し（２事例）
視点４ 運用の見直し（５事例）
視点５ 手続フローの見直し（４事例）
視点６ ルールの統一化・明確化（３事例）
視点７ デジタル技術による効率化（４事例）

視点８ 既存システムへの一元化・集約化（４事例）
視点９ 利用者の実態やニーズを踏まえたシステムの見直し（５事例）
視点10 システムの利活用や効果的な活用に向けた見直し（５事例）

視点２ システムの利用者となる組織の体制整備・強化
<事例No.５ 経営所得安定対策等（交付申請書等の確認）>

視点１ 意識改革や行動変容の促進による慣習等の撤廃
<事例No.２ 農業協同組合法等（定款変更の認可申請等）>

（業務改革（BPR）の前提に関するもの）（６事例）

（業務改革（BPR）による見直しに関するもの）（18事例)

（システムの利活用に向けた見直しに関するもの）（14事例）

慣行上、提出書類（総会の議事録等）の原本証明の郵送
（紙媒体）を求めている例があり、オンライン申請を阻害
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都道府県組合

定款変更の認可申請等

定款変更の認可申請等

組合 都道府県
２

書類は写しでOK！

これまでどおり
原本証明の
郵送が必要

記名押印
or署名

実際は、慣行
上の取扱い

農業者

交付申請書の提出

地方農政局
（地域拠点）

入力データ
＋交付申請書の提出

農業者 地域協議会

交付申請書の提出
申請データの登録

修正等を依頼地域協議会

交付申請書等のデータ化に係る効率化に加え、地方農政局
主体でのチェック体制への転換も含めた見直しを検討

チェックは農政局主体で！

地域

地方農政局
（地域拠点）

地域協議会による
転記ミスが多い・・・

地域

修正等を依頼

データ入力の
効率化

体制面も弱く、
転記作業が大変・・・ ２重チェック

手入力
で転記

修正依頼の減少修正依頼の減少

〒

国等において原本証明の郵送を求めていない対応例（電子媒体）の紹介や
監督指針の趣旨の徹底など、必要な助言を行う



３

視点４ 運用の見直し
<事例No.13 多面的機能支払交付金（交付申請等）>

視点３ 制度の見直し
<事例No.７ 農産物検査制度（農産物検査員の登録等）>

視点５ 手続フローの見直し
<事例No.14 肉用牛肥育経営安定交付金（生産者要件審査及び交付契約）>

視点６ ルールの統一化・明確化
<事例No.18 農地法（相続等の届出に対する受理通知）>

地域の共同活動
（草刈り等の実施）

①要件審査申請

③登録通知（※2）

法令に規定はないものの、事務処理要領に基づき、全ての届出者
に受理通知書を一律に交付し、作業負担が発生している例あり

相続人 農業委員会

相続等の届出

全ての届出者に受理通知書を交付

農業委員会希望者に対し受理通知書を交付相続人

相続等の届出

ALIC（※1）

②申請の転送

④交付契約の申込み

⑤交付契約書の交付

検査員情報は公示されるため、検査員証がなくても確認可能
検査員証は表記変更があると返納が必要になり作業負担が発生

地方農政局等登録
検査機関

検査員情報の
公示

検査員証の返納
検査員証
（Aさん）

地方農政局等

農産物検査員情報の登録・変更

登録
検査機関
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農産物検査員情報の登録・変更

事務処理要領に受理通知書の
一律交付を求めていないことを明確化

検査員情報は公示で確認できること等を踏まえ、
検査員証の必要性を含めた在り方を検討

申請者
（活動組織）

公示
Aさん
Bさん
～～
～～

公示
Aさん
Bさん
～～
～～検査員証

（Aさん）
市町村

公示で、
検査員
情報を

確認可能

検査員証の交付

Aさん

検査員情報の公示

Aさん
公示で、Aさんが検査
員であることを確認

検査員証、
使われてる？

Aさんの本人確認

※検査員証の表記を変更する場合

この活動は、どの項目に
該当するんだろう・・・？

受理通知書は
希望者のみでOK

「交付」とあるが、
届出者全員に

交付すべきか・・・
「遅滞なく受理
通知書を交付」

受理通知書を希望

公示で確認
できるが…

計画書・報告書（活動記録等）

市町村

共同活動を
66項目に

区分

計画書・報告書（活動記録等）

該当項目の確認作業が軽減

修正等を依頼

申請者
（活動組織）

修正等を依頼交付の効果等の
分析への一層の活用

提出データは
交付要件の
確認に使用

記入項目を簡素化
（活動項目は例示）

計画書等では、共同活動の内容を66項目の中から選択。活動内容と
項目の対応が分かりにくく、また、これらのデータが分析等に十分に活用されていない。

（項目の選択に係るやりとり多数）

やりとりの減少

畜産農家

申請手続が
二度必要

畜産協会 二度（①と④）の
郵送・回収・確認

作業が負担

畜産農家

②申請の転送

④承諾書の送付

※1 独立行政法人農畜産業振興機構／※２ ALICから畜産農家に送付（畜産協会にも共有）

約款による契約方式の導入による
負担軽減のための見直しを検討

①要件審査申請
＋約款に基づく申込み

ALIC（※1）畜産協会
③登録通知（※2）

一度の手続でOK！ 契約書の作成不要！

共同活動の項目（選択肢）を一層集約するなど
負担軽減に向けた見直しを検討農業者

農業者



県登録肥料についてはオンライン申請ができず、事業者にとって負担
また、県登録情報を手作業で入力する県にとっても負担

視点８ 既存システムへの一元化・集約化
<事例No.28 肥料の品質の確保等に関する法律（肥料登録申請）>

視点９ 利用者の実態やニーズを踏まえたシステムの見直し
<事例No.30 飼養衛生管理基準（定期報告）>

畜産農家

定期報告
代理入力
（個別入力）

代理入力
（一括入力）

…

e肥料（国登録肥料）
システムで
登録申請

（県登録肥料）メール等で登録申請
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肥料の登録先にかかわらず、同一システムを利用した
オンライン申請や入力事務の省力化を検討

代理入力が多い現場実態を踏まえ、
一括入力可能なシステムに見直し

都道府県（家畜保健衛生所）

都道府県

県登録肥料
の情報入力

e肥料

農林水産省
都道府県事業者

代理入力時に一括入力できないシステムの
ため、１件ずつ入力しており負担

都道府県（家畜保健衛生所）

事業者
農林水産省

視点10 システムの利活用や効果的な活用に向けた見直し
<事例No.36 土地改良財産制度（他目的使用等申請等に係るデータの活用）>
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管理受託者
（土地改良区） 地方農政局等

管理受託者がシステムに入力した
データを活用しておらず、非効率

土地改良財産の他目的使用等
の承認申請

申請書情報をシステムに入力
＋申請書等を含む必要資料の添付

管理受託者
（土地改良区） 地方農政局等

システム他目的使用等の承認申請
申請書情報をシステムに入力
＋必要資料のみ添付

申請時の入力情報の活用により、
自動転記等による事務作業の省力化を検討

認定農業者情報が共有されておらず、交付金の申請要件の確認
のために認定書(写し)の添付が求められる例があり負担
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認定農業者情報の内部利用・相互提供や
国による一元管理などの仕組みも検討

地域協議会
（主に市町村B課）認定農業者 ③交付金申請＋認定書(写し)

視点７ デジタル技術による効率化
<事例No.24 認定農業者制度（認定書の添付及び管理）>

地域協議会
（主に市町村B課）

市町村A課

認定農業者

②認定農業者情報
の利用・提供

①認定申請・
認定書交付

③交付金申請＋認定書(写し)

市町村A課

承認期間の到来前に自動通知

②認定農業者情報
の利用・提供①認定申請・

認定書交付 （国登録肥料＆県登録肥料）
システムで登録申請

定期報告

４

認定書の写しも
提出する必要が

あるのか・・・
申請者が

認定農業者か
分からない・・・

システム

システムで
情報管理

事務作業の省力化

申請書の添付も
必要なのか・・・

業務用ファイルに
情報を手入力

申請漏れ防止

…
…

農家A
農家B…

畜産農家




